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農地・農業水利施設を活用した流域の防災・減災の推進（「流域治水」の取組）

○ 都市・市街地の近傍や上流域には、水田が広がり、多くの農業用ダム・ため池・排水施設等が位置している。これ
らの農地・農業水利施設の多面的機能を活かして、あらゆる関係者協働の取組である「流域治水」を推進。

農業用ダム

排水機場

水路・クリーク

ため池

都市・市街地

排水施設等の活用

○ 農業用の用排水路や排水機場・樋門等は、市
街地や集落の浸水も防止・軽減。

【施設の整備等】

○老朽施設改修､ポンプ増設、降雨前の排水操作等

排水機場と周辺の市街地

水田の活用（田んぼダム）

【施設の整備等】

○水田整備､田んぼダムの取組促進

○ 田んぼダム（排水口への堰板の設置等による流
出抑制）によって下流域の湛水被害リスクを低減。

堰板

一時的に田んぼに貯留

調整池

農業用ダムの活用

○ 大雨が予想される
際にあらかじめ水位を
下げること等によって
洪水調節機能を発揮。

○ 降雨をダムに貯留
し、下流域の洪水被害
リスクを低減。

【施設の整備等】

○施設改修､堆砂対策､施設管理者への指導･助言等

事前に水位低下

大雨に
よる流入

各地区の状況に応じて、放流
水を地区内の調整池等に貯留

排水樋門

ため池の活用

【施設の整備等】

○堤体補強､洪水吐改修､施設管理者への指導･助言等

○ 大雨が予想される際に
あらかじめ水位を下げる
ことによって洪水調節機
能を発揮。

○ 農業用水の貯留に影響
のない範囲で、洪水吐に
スリット（切り欠き）を
設けて貯水位を低下させ、
洪水調節容量を確保。

スリット設置の例

水路・クリーク

田んぼダム堰板の例
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水田の貯留機能の活用 田んぼダム取組事例【小山市思川西部地区】（１）

○ H27.9関東・東北豪雨による被害を受け、多面的機能支払交付金等を活用した｢田んぼダム｣を実施
○ 「田んぼダム」の取組は、雨水を一時的に水田に貯め、時間をかけて排水することで、排水路の水位
上昇及び河川流出を抑制し、下流域の湛水被害の軽減を目指すもの

きっかけ

⚫ 豪雨被害を受け、小山市
は市内土地改良区に排水
強化対策の一つとして
「田んぼダム」の取組に
ついて相談

H27.9.11撮影

H27.9
関東・東北豪雨

取組体制

多面的機能支払
交付金の活動組織

⚫ 思川西部農村環境保全会
（思川西部土地改良区が
事務局）の取組

⚫ 保全会にて農家の合意形
成、落水桝を設置

⚫ 市・宇都宮大学との連携
による効果検証

⚫ 排水口を絞った調整板を内挿した落水桝を
水田の落水口に設置

⚫ 雨水を一時的に貯め時間をか
けて排水することで流出を抑制

⚫ 保全会による落
水桝設置の研修

⚫ 設置費用別途

落水桝の設置研修

落水桝の設置

⚫ 小山市では落水桝の他、排水口に
キャップを設置し排水量を抑える
キャップ型を採用

⚫ キャップ型は落水桝に比べて安価で設
置も容易だが、ワラ詰まりや脱落が発
生しやすい

取組実績（R３年度末まで）

⚫ 市独自の支援策と、多面的機能支払交
付金の活用により、取組を推進

取組面積 桝設置数

取組実績 1,906ha 6,912箇所

設置費用等

⚫ 材料費は落水桝が16,000円、キャップが2,000円
⚫ 30aに１箇所設置
⚫ 通年設置が基本、操作や手間は不要
⚫ 桝は樹脂製、約７kgで設置が簡単

（R３年度時点）

取組内容
排水管キャップの設置

・既設排水口の口径15cm
に対し調整板の排水口
径４cm

・一定水位を超えると
調整板上部を自然越流 取組地域（R２年度時点）
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3

地区内の湛水被害軽減効果

個別農家へのアンケート調査

⚫ 内水氾濫シミュ
レーション
取組による最大湛

水深30㎝以上の面
積減を確認南側
289ha→191ha
(250mm/2day)

⚫ 取組による貯水
容 量の増加量
地区全体69万m3

南側34万m3

⚫ 落水桝設置効果の把握

⚫ 取組継続に向けた広報活動

水田の貯留機能の活用 田んぼダム取組事例【小山市思川西部地区】（２）

○ 農家の田んぼダムへの理解と普及に向け効果の見える化を推進
○ 上流地域の関係者への田んぼダムの理解と協力及び取組継続に向けた広報活動を推進

課題と今後の取組

取組農家の負担 今後の取組

⚫ キャップ型は清掃等の維持
管理上の負担が発生

→ ワラ詰まりしない落水桝
への切替が有効

⚫ 田んぼダムの取組農家の直
接的なメリットがない

→ 土地改良区による地道な
説明を継続

⚫ 湛水被害の発生地域より上流域
での取組が効果的

→ 県内河川流域における田んダ
ム推進について隣接市町へ協
力依頼、しかし市単独の依頼に
は限度あり、流域全体での協力
が必要

維持や管理の
費用
５３％

設置作業や維持
管理の労力
１３％

取り組みの費用
１６％

特にない
７％

その他
１％

無効・無回答
１０％

自己負担なし
６８％

無効・無回答
１６％

１００％自己負担３％
８０％自己負担０％

５０％自己負担
７％

２０％自己負担
１３％

減るなら取り
組める
２６％

現状と変わらないなら
取り組める
５３％

無効・無回答
１３％

増えても取り
組める
８％

取り組みで最も気になる点 設置費用の負担割合 水管作業の増減（継続動機）

取組による効果

下流市街地の浸水被害を抑える効果

（イメージ）

（イメージ）

⚫ 雨水を一時的に田んぼに貯めて流出
量を少なくし、ゆっくり流すことで
排水路や河川の急激な増水を抑えて
洪水被害を減らします。

水田から排出される
雨水の量の時間推移
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長野県における流域治水の取組について

○ため池を活用した雨水貯留

リーフレットを作成し、

ため池管理者に協力を求めました

ため池活用のタイプと効果
（農地整備課）

ため池管理者の理解・協力が得られ、着実に雨水貯留の取組が進んでいる

計画策定時（R3.2） 18箇所
（浅川流域の試験的実施）

R3実績 212箇所
空き容量の合計は約550万㎥

浅川流域のため池群
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農地・農業水利施設を活用した流域の防災・減災の推進のための支援制度

○ 農地・農業水利施設の多面的機能を活かして、あらゆる関係者協働の取組である「流域治水」を推進するためにソ
フト、ハード事業の支援制度が充実しました。

農業用ダム

排水機場

水路・クリーク

ため池

都市・市街地

水田の活用（田んぼダム）

【活用できる事業】

○農業競争力強化農地整備事業＜公共＞

○農地中間管理機構関連整備事業＜公共＞

○農地耕作条件改善事業

○水利施設整備事業＜公共＞

○多面的機能支払交付金

調整池

農業用ダムの活用

【活用できる事業】

○水利施設整備事業＜公共＞

○基幹水利施設管理事業＜公共＞

○水利施設管理強化事業＜公共＞

排水樋門

ため池の活用

【活用できる事業】

○農村地域防災減災事業＜公共＞

○水利施設管理強化事業＜公共＞

施設改修､堆砂対策､施設管理者への指導･助言等 水田整備､田んぼダムの取組促進

堤体補強､洪水吐改修､施設管理者への指導･助言等

｛農業用ダムの洪水調節機能の強化を含む流域治水対策の推進
①農業用ダムの放流施設の整備や堆砂対策、水位計等の水管理システム整備を実施
②田んぼダムに取り組む地域において基幹から末端までの施設を一体的に整備

流域治水プロジェクト等に位置づけられた施設

洪水調整機能強化に取り組む農業用ダム及び流域治水プロジェクト等に位置づけられ
た、農業用ため池、機場等の農業水利施設
流域治水プロジェクト等に位置づけられた施設：農業用ため池の低水管理等利水を目
的とした操作管理を超える取組等に要する費用

※流域治水対策の推進
①田んぼダム導入に係る調整活動
②畦畔補強や桝の設置等を支援

農業用ダムの洪水調節機能の強化を含む流域治水対策の推進
①農業用ダムの放流施設の整備や堆砂対策、水位計等の水管理システム整備を実施
②田んぼダムに取り組む地域において基幹から末端までの施設を一体的に整備

洪水調整機能強化に取り組む農業用ダム及び流域治水プロジェクト等に位置づけられ
た、農業用ため池、機場等の農業水利施設
流域治水プロジェクト等に位置づけられた施設：農業用ため池の低水管理等利水を目
的とした操作管理を超える取組等に要する費用

ため池の洪水調節機能を強化するための整備

資源向上（共同）の交付を受ける面積の1/2以上の取組みにより単価に加算

排水施設等の活用

【活用できる事業】

○水利施設整備事業＜公共＞

○基幹水利施設管理事業＜公共＞

○水利施設管理強化事業＜公共＞

老朽施設改修､ポンプ増設、降雨前の排水操作等

流域治水プロジェクト等に位置づけられた施設

農業用ダムの洪水調節機能の強化を含む流域治水対策の推進
田んぼダムに取り組む地域において基幹から末端までの施設を一体的に整備

洪水調整機能強化に取り組む農業用ダム及び流域治水プロジェクト等に位置づけられ
た、農業用ため池、機場等の農業水利施設
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